
非財務データ

》労働慣行
報告項目 内訳・単位 集計範囲 2018 2019 2020 2021 2022

従業員数
※うち派遣社員、パートタイマーを除く

全体

10月～9月

761 736 732 736 742

男性 585 559 554 548 542

女性 176 177 178 188 200

派遣社員及びパートタイマーの人員数 人 10月～9月 153 153 179 178 203

管理職数
※うち女性管理職者数とその割合

全体

10月～9月

153 157 149 148 151

女性 12 13 14 13 15

% 7.8 8.3 9.4 8.8 9.9

障害者雇用率 ％ 10月～9月 1.75 2.08 2.49 2.50 2.37

年度内中途採用社員数（うち女性の数） 人 10月～9月 6(0) 11(5) 6(1) 9(2) 30(14)

平均勤続年数 年 10月～9月 10.2 11.1 11.7 12.3 12.4

離職率 ％ 10月～9月 4.87 4.93 3.03 2.85 4.28

平均年齢 歳 10月～9月 39.6 40.7 41.3 41.8 41.9

月平均時間外労働時間 時間 10月～9月 16.6 16.3 18.5 18.8 22.1

年次有給休暇平均取得率 ％ 12月～11月 69.9 72.2 66.4 68.1 73.6

育児休職制度利用者数（うち男性の数） 人 10月～9月 11(0) 4(2) 12(1) 12(4) 22(7)

労働災害発生件数　※不休を含む 件 10月～9月 １９ 17 15 14 6

健康診断受診率 ％ 4月～３月 99.5 99.7 99.7 99.7 100.0

》環境
報告項目 内訳・単位 集計範囲 2018 2019 2020 2021 2022

総電気使用量 千kw 4月～3月 23,527.8 23,338.1 23,327.0 23,669.8 25,384.2

一般電気使用量 千kw 4月～3月 ※ 2018年～2020年度は再生可
能エネルギー由来電気の導入が
無いため総使用量の欄で報告

15,407.1 2,200.0

再生可能エネルギー由来の電気使用量 千kw 4月～3月 8,262.6 23,184.2

燃料使用量 GJ 4月～3月 169,520 157,169 141,648 143,539 154,256

上水使用量 ㎥ 4月～3月 227,092 204,049 188,547 193,712 195,947

CO2排出量 t-CO2 4月～3月 20,039 19,286 17,684 14,323 7,876

廃棄物発生量 t 4月～3月 832 761 741 788 970

最終処分率 ％ 4月～3月 9.6 8.8 8.0 7.5 5.3

再資源化率 % 4月～3月 27.4 27.1 26.5 28.2 19.5

PRTR対象物質取扱量 kg 4月～3月 3,900 3,600 3,500 3,500 4,600

⃝ 環境法令について全従業員を対象とした e- ラーニング教育を行っております
世界の環境問題の改善には、国をはじめ、企業や個人の環境保全への貢献が不可欠と考えております。現在様々な情報

が Web などで公開されておりますが、規模感が大きいことから自分事化が進みにくく、個人で情報を集めるには容易で
はないため、2023 年 1 月より全従業員を対象とした環境法令に関
する e- ラーニング教育を開始しました。現在までの実施内容や今
後の計画は右記の通りです。引き続き環境問題に関する意識向上を
図るため啓蒙活動を進めてまいります。

⃝外部講師を招いて環境セミナーを実施しております。
2022 年 3 月より、当社お取引先様に講師をお願いし、四半期に 1 回のペースで環境に関するセミナーを実施しており

ます。現地と Web 会議ツールを用いたハイブリッド形式の会議体で、現在までに排水、上水、改正労安法に関する化学
物質規制、環境測定などをテーマにして 5 回開催いただきました。今後も定期的に開催してまいります。

水に関する取り組み、環境に関する啓蒙活動

当社では水使用量の削減や排水管理の徹底を行ってい
ます。

水資源の保護に関しては、従業員への節水意識の啓発
や上水使用量の見直しなどを推進し、水の使用量の抑制
に努めています。生産量は増加しておりますが、2018
年度から 20 年度にかけて使用量は減少し、そこから横
ばいとなっておりますので使用量抑制対策の効果が見ら
れます。

排水に関しては、一部の化学物質を含む廃水を除き、
下水道あるいは河川に放流していますが、製造や研究に
関わる事業所における排水の水質は事業所内の排水処理
施設において管理し、法規制値を遵守しています。また、
事業活動に使用する水の一部は下水道あるいは河川への
放流により資源循環させています。

さらに、環境影響が示唆される化学物質を使用する新規製品を製造する際には排水中における薬物濃度の推測や、水生生物
への影響を確認するなどして、排水の可否を判断する（排水不可となった場合、廃棄物として回収排出し適切に処理しており
ます。）ことで自然環境への影響を軽減するように努めています。

さらに、温暖化の防止やカーボンニュートラル達成の課題の一つである森林保護は、水不足や災害発生を抑制する要因とも
なります。日本は川や森が多く、比較的水資源に恵まれていますが、水資源を保全する活動や水災害を防止する治山治水は将
来に向けて重要な課題と言えます。環境保全の複合的なテーマとして、治山治水への支援活動なども検討してまいりたいと考
えます。
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第1回 環境に関する企業の責務
第2回 省エネと温暖化対策を進める法制度
第3回 オフィスから出る廃棄物の処理方法
第4回 化学物質のリスクアセスメントとは
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